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最近、中小企業の方とお話しする機会が増えているが、そこでよく聞かれるのが「SDGs

（持続可能な開発目標）ってどう取り組むの？」である。SDGs とは、2015 年に国連で採

択された持続可能な社会を目指した 17の目標とそれらに付随する 169のターゲットから構

成されている国際目標のことである。2030 年までの 15 年間で達成することが求められて

いる。SDGs 達成のための主体はあくまでも政府であるが、企業をはじめとしたさまざまな

ステークホルダーのコミットメントが期待されている。 

 

実際に大企業は SDGs が叫ばれる以前から、社会環境問題を考慮したサステナビリティ

経営を行っているが、近年のサステナビリティ報告書や統合報告書では、それを SDGs と

紐づけて SDGs への取り組みとしても報告している。どういった課題に取り組むかは、マ

テリアリティ（重要課題）を選定することから始まるが、その際には、社会環境だけでなく

企業へのインパクトについても考慮している。 

 

一方で、SDGs はグローバルな話なので大企業だけが関係あるのではないかと考えている

中小企業も多い。これには SDGs の課題には中小企業にとって馴染みが薄いものがあるこ

とや、それに取り組む際の人的・財政的資源が限られているといったことが関係している。

確かに、例えば、貧困、飢餓、気候変動、生物多様性にゼロから取り組むといってもそのハ

ードルが高いことは明白である。しかし、それでも SDGs に取り組むべきだと考える中小

企業が増えてきているのも事実である。そこで、先述の「SDGs ってどう取り組むの？」に

繋がってくる。 

 

まず、SDGs はグローバルな課題だけに焦点を当てているのではない。企業がサステナビ

リティ経営を行うに当たっては、自社を取り巻くステークホルダーを満足させるという視

点が重要である。また、SDGs の課題は、健康、ジェンダー、働きがい、まちづくりなど身

近な課題も多い。したがって、大企業と中小企業では対応すべきステークホルダーの範囲が

異なっていることからもそうした身近な課題から取り組むのが良いのではないか。 

 

 次に、SDGs によって新しいことを始めないといけないわけではない。ただし、これは何

もしなくても良いという意味ではない。もともと日本における経営の在り方は、どの企業の



経営理念を見てもそうなっているように「社会の役に立つ」ことである。このことから、現

在、グローバル化が進み日本企業も短期な経済的価値を重視した経営を行わざるを得なく

なっているが、もう一度経営理念を顧みて経営を行うことが SDGs への取り組みにもつな

がるはずである。またこれは、経営に求められている本来の姿でもある。 

 

例えば、地域密着型のプロスポーツチームの活躍によって地域が活性化すれば、それはま

さしく SDG11「住み続けられるまちづくりを」に貢献しているといえる。その他にも、地

方で地場企業として雇用を創出するならば、SDG11 だけでなく SDG8「働きがいも経済成

長も」に貢献する。このことから、「本当は SDGs に貢献しているにも関わらずそうは思っ

ていなかった」ことは多々あるはずだし、それらを洗い出すことが SDGs に取り組むきっ

かけになる。ただし、洗い出すだけでは SDGs の名のもとに行っている通常の業務に過ぎ

ないため、そこから膨らませていくということが重要である。 

 

もちろん、SDGs やそれへの取り組みははそれほど単純ではないとか、いろいろ言い出す

ときりはないが、要は、SDGs は地球で生きている我々すべてが取り組まなければならない

ものであるため、企業によって責任の大きさは当然違ってくるものの、あまり難しく考えす

ぎずにまずはできるところから始めることがポイントである。 
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